
金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－ 第三分冊：金融会社関係 

 

 

 

現   行 改   正   後 

１ 金融会社関係一般的事項 

 

１－１ 法令解釈等の照会を受けた場合の対応 

 

１－１－３ 法令適用事前確認手続（ノーアクションレター制度） 

法令適用事前確認手続（以下、「ノーアクションレター制度」という。）

とは、民間企業等が実現しようとする自己の事業活動に係る具体的行為に

関して、当該行為が特定の法令の規定の適用対象となるかどうかを、あら

かじめ当該規定を所管する行政機関に確認し、その機関が回答を行うとと

もに、当該回答を公表する制度であり、金融庁では、法令適用事前確認手

続きに関する細則を定めている本項は、ノーアクションレター制度におけ

る事務手続きを規定するものであり、制度の利用に当たっては必ず「金融

庁における法令適用事前確認手続に関する細則」を参照するものとする。

(1) （略） 

(2) 照会書面受領後の流れ 

① ～ ③ （略） 

④ 回答 

照会を受けた課室の長は、照会者からの照会書面が照会窓口に到

達してから原則として 30 日以内に照会者に対する回答を行うもの

とする。ただし、次に掲げる場合には、各々の定める期間を回答期

間とする。 

イ．高度な金融技術等に係る照会で慎重な判断を要する場合 原

則 60 日以内 

ロ．担当部局の事務処理能力を超える多数の照会により業務に著

しい支障が生じるおそれがある場合 30 日を超える合理的な

期間内 

ハ．他府省との共管法令に係る照会の場合 原則 60 日以内 

照会書面の記載について補正を求めた場合にあっては、当該補

正に要した日数は、回答期間に算入しないものとする。また、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) （略） 

(2) 照会書面受領後の流れ 

① ～ ③ （略） 

④ 回答 

照会を受けた課室の長は、照会者からの照会書面が照会窓口に到

達してから原則として 30 日以内に照会者に対する回答を行うもの

とする。ただし、次に掲げる場合には、各々の定める期間を回答期

間とする。なお、いずれの場合においても、できるだけ早く回答す

るよう努めることとする。 

イ．高度な金融技術等に係る照会で慎重な判断を要する場合 原

則 60 日以内 

ロ．担当部局の事務処理能力を超える多数の照会により業務に著

しい支障が生じるおそれがある場合 30 日を超える合理的な

期間内 

ハ．他府省との共管法令に係る照会の場合 原則 60 日以内 

照会書面の記載について補正を求めた場合にあっては、当該補
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現   行 改   正   後 

30 日以内に回答を行わない場合には、照会者に対して、その理

由及び回答時期の見通しを通知することとする。 

 

⑤ （略） 

 

 

正に要した日数は、回答期間に算入しないものとする。また、

30日以内に回答を行わない場合には、照会者に対して、その理

由及び回答時期の見通しを通知することとする。 

  ⑤ （略） 
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現   行 改   正   後 

３ 貸金業関係 

 

３－１ 登録の申請、届出関係 

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第２章の規定に基づく、

貸金業の登録の申請並びに変更及び廃業等の届出の事務処理については、以

下のとおり取り扱うものとする。 

 

３－１－１ 登録申請書、届出書の受理 

(1)～(4) （略） 

(5) 法人であって、規則第４条第３項第８号に規定するものを有しない者

に対する同項第７号に規定する「貸借対照表又はこれに代わる書面」の

内容の確認、また、個人に対する同項第９号に規定する「財産に関する

調書」（以下「財産調書」という。）の内容の確認に当たっては、必要に

応じ、例えば、下記のような書面によるものとする。 

①～⑤ （略） 

 

３－４ 監督関係 

 法第５章（立入検査関係を除く。）の規定に基づく、貸金業者の監督に当た

っては、以下のとおり取り扱うものとする。 

 

３－４－３ 行政処分の連絡 

(1)～(2) （略） 

(3) 登録取消し処分の場合（法第３７条、３８条） 

  ① 登録の取消し処分を行った場合には、監督局金融会社室、管内都道

府県及び他の財務局あて関係資料を送付するものとする。また、当該

関係資料の送付を受けた財務局は、その管内の都道府県あて当該関係

資料の写しを送付するものとする。なお、当該貸金業者が法人である

場合には、当該取消しの日前３０日以内の役員の氏名に関する資料も

あわせて送付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(4) （略） 

(5) 法人であって、規則第４条第３項第９号に規定するものを有しない者

に対する同項第８号に規定する「貸借対照表又はこれに代わる書面」の

内容の確認、また、個人に対する同項第10号に規定する「財産に関する

調書」（以下「財産調書」という。）の内容の確認に当たっては、必要に

応じ、例えば、下記のような書面によるものとする。 

①～⑤ （略） 

 

 

 

 

 

 

(1)～(2) （略） 

(3) 登録取消し処分の場合（法第３７条、３８条） 

 ① 登録の取消し処分を行った場合には、監督局金融会社室、管内都道

府県及び他の財務局あて関係資料を送付するものとする。また、当該

関係資料の送付を受けた財務局は、その管内の都道府県あて当該関係

資料の写しを送付するものとする。なお、当該貸金業者が法人である

場合には、当該取消しの日前３０日以内の役員の氏名（法人にあって

は、商号又は名称）に関する資料もあわせて送付するものとする。 
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現   行 改   正   後 

  ② （略） 

 

 別紙様式７ 

 

（略） 

 

通知の日前 30 日以内の

役員の氏名 
  

 

（略） 

 

【３－６ 貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 

別紙様式２ 

 

（略） 

 

⑨ 役    員  

役       職        氏   名 

 

 

（略） 

 

【３－６ 貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 

別紙様式３ 

 

（略） 

 

  ② （略） 

 

 別紙様式７ 

 

（略） 

 

通知の日前 30 日以内の

役員の氏名（法人にあっ

ては、商号又は名称）   

 

（略） 

 

【３－６ 貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 

 別紙様式２ 

 

（略） 

 

⑨ 役    員  

役       職        

氏   名 

（法人に あって

は、商号又は名称） 

 

（略） 

 

【３－６ 貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 

別紙様式３ 

 

（略） 
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現   行 改   正   後 

 

⑨ 役    員  

役       職        氏   名 

 

 

（略） 

 

 

⑨ 役    員  

役       職        

氏   名 

（法人に あって

は、商号又は名称） 

 

（略） 
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事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）（新旧対照表） 

 

現行 改正後 

６ 商品ファンド業関係 

 

６－２ 申請及び届出 

 

６－２－２ 変更認可の申請 

変更認可申請書の提出があったときは、次に掲げる事項に留意し、

当該申請書に不備がないかを確認のうえ、受理するものとし、当該

申請書及びその写し一通を遅滞なく監督局長に進達するものとす

る。 

(1) （略）   

(2) 資本の額又は出資の総額を減少する場合にあっては、当該変

更後第６条第１項第１号及び第６号に規定する許可の基準を

損なうことがないか。 

 

 

６ 商品ファンド業関係 

 

６－２ 申請及び届出 

 

６－２－２ 変更認可の申請 

変更認可申請書の提出があったときは、次に掲げる事項に留意し、

当該申請書に不備がないかを確認のうえ、受理するものとし、当該

申請書及びその写し一通を遅滞なく監督局長に進達するものとす

る。 

(1) （略）   

(2) 資本金の額又は出資の総額を減少する場合にあっては、当該

変更後第６条第１項第１号及び第６号に規定する許可の基準

を損なうことがないか。 
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事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）（新旧対照表） 

 

現行 改正後 

７ 不動産特定共同事業関係 

 

７－１ 不動産特定共同事業契約から除かれる契約 

 

７－１－１ 令第１条第１号に掲げる契約 

 (1) 令第１条第１号に掲げる契約は、法第２条第３項第１号に掲げ

る契約で株式会社と株主が当該株式会社の利益の分配のために締

結するものは、商法の規定により既に株主の利益の保護が図られ

ていると認められることから、不動産特定共同事業契約から除外

するものであること。 

 (2) （略）  

 (3) （略）  

 (注1) 規則第１条第１号に掲げる契約は、法第２条第３項第２

号から第４号までに掲げる契約で令第１条第１号と同様に

株式会社が株主に対して当該株式会社の利益の分配のため

に締結するものであること。 

出資等の目的である財産が利益の分配すなわち配当相当

額の範囲にとどまり、令第１条第１号と同様、商法の規定に

より株主の利益の保護が既に確保されていると認められる

ものとして除外するものであるが、株主以外の者からも出資

等を募る場合又は株主から利益の分配として行うもののほ

かに追加出資等を募る場合まで含むものではないことは、

(2)と同様であること。 

(注2) 規則第１条第２号に掲げる契約は、株式会社がその株主

７ 不動産特定共同事業関係 

 

７－１ 不動産特定共同事業契約から除かれる契約 

 

７－１－１ 令第１条第１号に掲げる契約 

 (1) 令第１条第１号に掲げる契約は、法第２条第３項第１号に掲げ

る契約で株式会社と株主が当該株式会社の利益の分配のために締

結するものは、会社法の規定により既に株主の利益の保護が図ら

れていると認められることから、不動産特定共同事業契約から除

外するものであること。 

 (2) （略）  

 (3) （略）  

 (注1) 規則第１条第１号に掲げる契約は、法第２条第３項第２

号から第４号までに掲げる契約で令第１条第１号と同様に

株式会社が株主に対して当該株式会社の利益の分配のため

に締結するものであること。 

出資等の目的である財産が利益の分配すなわち配当相当

額の範囲にとどまり、令第１条第１号と同様、会社法の規定

により株主の利益の保護が既に確保されていると認められ

るものとして除外するものであるが、株主以外の者からも出

資等を募る場合又は株主から利益の分配として行うものの

ほかに追加出資等を募る場合まで含むものではないことは、

(2)と同様であること。 

(注2) 規則第１条第２号に掲げる契約は、株式会社がその株主

7



と締結する法第２条第３項第１号から第４号までに掲げる

契約で、当該株主の所有する株式が当該契約に係る出資又は

賃貸若しくは賃貸の委任を行う当事者（事業参加者）として

の権利及び義務（いわゆる契約上の地位）に転換されるもの

であって、かつ、その地位がすべて株式から転換される場合

のものである。このように、その地位がすべて株式、すなわ

ち株主としての権利及び義務から転換されること、転換され

る際に株主として商法の規定によりその利益の保護が図ら

れていること等により不動産特定共同事業契約から除外さ

れるものであるが、株主以外の者からも出資等を募る場合又

は株主からその株式から転換される出資等相当分のほかに

追加出資等を募る場合まで含むものではないことは、(2)と

同様であること。 

と締結する法第２条第３項第１号から第４号までに掲げる

契約で、当該株主の所有する株式が当該契約に係る出資又は

賃貸若しくは賃貸の委任を行う当事者（事業参加者）として

の権利及び義務（いわゆる契約上の地位）に転換されるもの

であって、かつ、その地位がすべて株式から転換される場合

のものである。このように、その地位がすべて株式、すなわ

ち株主としての権利及び義務から転換されること、転換され

る際に株主として会社法の規定によりその利益の保護が図

られていること等により不動産特定共同事業契約から除外

されるものであるが、株主以外の者からも出資等を募る場合

又は株主からその株式から転換される出資等相当分のほか

に追加出資等を募る場合まで含むものではないことは、(2)

と同様であること。 
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